
【問い合わせ先】
国土交通省 近畿地方整備局 大和川河川事務所 調査課
〒５８２－０００９ 大阪府柏原市大正２－１０－８ ＴＥＬ ０７２－９７１－１３８１

○ 日時：令和２年７月３０日（木）１３：３０～１４：３０
○ 開催方法：オンラインによるＷＥＢ会議システムにて開催
○ 構成員：２０名（代理）
○ マスコミ１社

減災のための取組報告

議事

概要 協議会の構成メンバー

委員の方の主な発言

○いろいろな分野の部署を入れて、流域治水メニューの議論を
していく。

○河川情報共有の内容を更に充実させていきたい。

構 成 員 氏 名 構 成 員 氏 名

大阪市長 松井 一郎
大阪府危機管理室
危機管理室長

小池 重一

堺市長 永藤 英機
大阪府都市整備部
事業管理室長

尾花 英次郎

八尾市長 大松 桂右
大阪府都市整備部
河川室長

武井 義孝

松原市長 澤井 宏文
西日本旅客鉄道株式会社
近畿統括本部長

川井 正

柏原市長 冨宅 正浩
近畿日本鉄道株式会社
大阪統括部 施設部長

笹川 耕司

羽曳野市長 山入端 創
大阪市高速電気軌道株式会社
執行役員（鉄道事業（統括部・
安全推進部・計画部）担当）

前田 邦雄

藤井寺市長 岡田 一樹
南海電気鉄道株式会社
鉄道営業本部 工務部 工務部
長

上畑 直人

東大阪市長 野田 義和
阪神電気鉄道株式会社
都市交通事業本部 工務部長

原田 大

大和川右岸水防
事務組合事務局長

山下 克已
阪堺電気軌道株式会社
常務取締役

小林 範雄

大阪管区気象台長 木俣 昌久
近畿地方整備局
大和川河川事務所長

白波瀬 卓哉

○規約改訂
・協議会構成員の一部からなる部会を設置
・大和川下流部流域治水部会規約を追加
・鉄道事業者、JR西日本、近鉄、大阪メトロ、南海電鉄、
阪神電鉄、阪堺電軌の参画

○大規模氾濫域の減災に係る方針の取組メニュー、実施項目の
集約、確定

○各機関の具体的な取組内容の情報共有
○重点的な取組（案）
・円滑かつ迅速な避難に関する事項

（オンライン活用による河川情報伝達）
・平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項
・被害軽減、氾濫水の排除等に関する事項

参加者の様子

大和川河川事務所長
国（直轄管理区間）の代表挨拶

垂直避難訓練

避難訓練と防災学習等の実施
大阪市の取組状況

防災学習

要配慮者利用施設における避難
確保計画作成支援
松原市の取組状況

大和川水害を想定した図上訓練等
の実施
柏原市の取組状況

河川整備の加速化に加え、
流域での対策も合わせて行う「流域治水」を推進

－ ⼤和川河川事務所 －

R2.7.30

～『第６回大和川下流部大規模氾濫に関する
減災対策協議会 WEB会議』開催～

大和川河川事務所では河川において「水防災意識社会」を再構築することを目的に、減災協議会を設置し、河川管理者と沿川の行政等が

連携・協力し、円滑かつ迅速な避難、的確な水防活動及び迅速な氾濫水の排水の実現に向け取り組みを進めています。今回の協議会では、
流域のあらゆる関係者が協働することを踏まえ、流域全体で水害を軽減させる「流域治水」への転換を推進するため、「大和川下流部流域治
水部会」を設置し、河川対策、流域対策、ソフト対策からなる「大和川水系流域治水プロジェクト」をとりまとめていくことに合意を得ました。

WEB会議の様子


